
1 

猪名川町部落差別の解消の推進に関する条例 

 

令和５年１２月２０日  

条 例 第 ２０ 号  

 

（目的） 

第１条 この条例は、部落差別の解消の推進に関する法律（平成２８年法律第１０９号）に

基づき、部落差別の解消に関し、基本理念を定め、町の責務を明らかにするとともに、町

民等の役割等について定めることにより、部落差別の解消を推進し、もって部落差別のな

い猪名川町を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において用いる用語の意義は、次に掲げるとおりとする。 

 ⑴ 町民とは、猪名川町内に住所を有する者をいう。 

⑵ 町民等とは、前号に規定する者及び猪名川町内に通学又は通勤する者並びに猪名川

町に関わる者をいう。 

⑶ 部落差別とは、日本社会の歴史的過程で作られた身分差別により、日本国民の一部の

人々が、長い間、経済的、社会的及び文化的に低い状態に置かれることを強いられ、同

和地区と呼ばれる地域の出身者であることなどを理由に結婚を反対されたり、就職な

どの日常生活の上で差別を受けたりしている、日本固有の人権問題をいう。 

⑷ 差別行為とは、部落差別とみなされる直接的あるいは間接的な誹謗中傷及び助長や

差別の許容、就職又は結婚等における部落差別や調査、特定の地域が被差別部落であっ

たとする発言・配信、その他これらに類する人を傷つける行為をいう。 

⑸ 差別行為者とは、前号に規定する差別行為を行った個人、法人、その他団体をいう。 

⑹ 被差別者とは、第４号に規定する差別行為を受けた個人、法人、その他団体をいう。 

⑺ モニタリングとは、インターネット上における部落差別と見なされる書込み及び投

稿等を監視することをいう。 

（基本理念） 

第３条 部落差別の解消に関する施策は、全ての町民が等しく基本的人権を享有するかけ

がえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、部落差別を解消する

必要性に対する町民等一人一人の理解を深めることにより、偏見を払拭し、かつ、部落差
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別のない猪名川町を実現することを旨として、行われなければならない。 

（町の責務） 

第４条 町は、前条の基本理念にのっとり、国及び県との適切な役割分担を踏まえて連携を

図りつつ、部落差別の解消に関する施策を講ずるものとする。 

２ 町は、部落差別にかかるインターネットを含む差別表現、差別発言その他の部落差別に

かかる人権侵害に当たる行為が発生した場合は、町民等、関係機関等の取組に必要な情報

の提供、助言その他の支援を行い、必要に応じて問題の解決に必要な措置を講ずるものと

する。 

（相談体制の充実） 

第５条 町は、国及び県との適切な役割分担を踏まえて、部落差別に関する相談に的確に対

応できる体制の充実を講ずるものとする。 

（町民の役割） 

第６条 町民は、相互に基本的人権を尊重し、かつ、部落差別を解消するための施策に関心

をもって協力するとともに、その必要性を理解し、自らも人権意識の高揚を図り、差別及

び差別の許容、拡散、煽動その他の差別を助長する行為をしないように努めるものとする。 

２ 町民は、差別行為を知り得た場合は、必要に応じて町長に情報提供するものとする。 

（教育及び啓発） 

第７条 町は、国及び県との適切な役割分担を踏まえて、部落差別を解消するため、必要な

教育及び啓発を実施するものとする。 

（計画の策定及び調査の実施） 

第８条 町は、部落差別の解消に関する施策を推進するため、猪名川町部落差別の解消の推

進に関する基本計画（以下「基本計画」という。）を策定するものとする。 

２ 町は、必要に応じて部落差別に関する調査を行うものとする。 

３ 町は、モニタリングにより、町に関連する部落差別の実態把握に努めるものとする。 

（推進体制の充実） 

第９条 町は、部落差別の解消に関する施策を効果的に推進するため、国、県及び部落差別

の解消に関する各種団体との連携を深めるとともに、施策の推進体制の充実を講ずるも

のとする。 

（部会） 

第１０条 町長は、部落差別の解消に関する施策を審議するため、猪名川町人権推進審議会



3 
 

条例（平成１４年条例第４号）第１条の規定により設置された猪名川町人権推進審議会

（以下「審議会」という。）に部会を置くことができる。 

２ 部会は、審議会の要請に応じて、次に掲げる事項について調査研究を行い、適時、審議

会へ報告する。 

⑴ 基本計画に関すること。 

⑵ 部落差別事象による人権侵害への対策及び人権救済のために必要な措置に関するこ

と。 

⑶ 部落差別のない町の実現に関し町長が必要と認める事項 

３ 部会の組織及び運営に関する事項は、町長が別に定める。 

（削除要請） 

第１１条 町は、モニタリングを実施し、差別行為と認められる書き込み等を発見した場合

は、その書き込み等が行われた場所に関係なく、特定電気通信役務提供者(特定電気通信

役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律(平成１３年法律

第１３７号)第２条第３号に規定する特定電気通信役務提供者をいう。)又はその書き込

み等を削除する権限のある者に対し、削除の要請を行うものとする。 

（指導及び助言） 

第１２条 町長は、町民等に対し、差別行為を防止する上で必要な指導及び助言をすること

ができる。 

（勧告等） 

第１３条 町長は、差別行為を放置することが著しく公益に反すると判断される場合、差別

行為者に対し中止すべき旨を勧告することができる。 

２ 町長は、前項の勧告を行うに当たり必要な限度において、必要な資料の提出又は説明を

求めることができる。 

（命令） 

第１４条 町長は、前条に定める勧告を受けた者が正当な理由なく当該勧告に従わない場

合は、期限を定めて当該勧告に従うよう命令することができる。 

（差別行為者の氏名等の公表） 

第１５条 町長は、命令を受けた対象者が正当な理由なく命令に従わない場合は、その者の

氏名及び差別行為の概要を公表することができる。但し、氏名等を公表する場合は、あら

かじめ公表されるべき者にその理由を告知し、また意見を述べる機会を与えるものとす
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る。 

（部落差別検証委員会の設置） 

第１６条 町長は、対象者が行なった行為について、勧告、命令及び公表対象となるか審議

するため、猪名川町部落差別検証委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 前項の委員会の組織及び運営に関する事項は、町長が別に定める。 

（被差別者の支援及び救済） 

第１７条 被差別者は、差別行為の解消を目的に、町長に支援及び救済を申し出ることがで

きる。 

２ 町は、この条例に定めるもののほか、被差別者への支援及び救済に積極的に努めるもの

とする。 

（秘密保持） 

第１８条 町長は、差別行為の調査等により知り得た情報を適正に管理するものとする。 

（委任） 

第１９条 この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 


